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The Analysis of Interregional Specialization in Kanto Region:
the compilation of Kanto Interregional Input-Output Table and the verification of
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4関東地域間産業連関表の作成では，財団法人 関西社会経済研究所編（2008）「関西地域

















東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡
70 31 104 105 104 99 104 100 104 99 188
表 2 　関東地域間産業連関表 統合分類28部門 部門分類
1 農林水産 15 精密機械
2 鉱業 16 その他の製造工業
3 食料品 17 建設
4 繊維製品 18 電力・ガス熱供給・水道廃棄物
5 パルプ・紙・木製品 19 商業
6 化学製品 20 金融保険
7 石油・石炭製品 21 不動産
8 窯業・土石製品 22 運輸
9 鉄鋼 23 通信放送
10 非鉄金属 24 教育・研究
11 金属製品 25 その他の公共サービス
12 一般機械 26 対事業所サービス
13 電気機械 27 対個人サービス
14 輸送機械 28 分類不明
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3 ． 3 　移輸出・移輸入の関東域内・外分離
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ることで用いた。










































































「17 建設から 28 分類不明」までの部門については，『貨物純流動調査』のデータを用い
ることが難しいため，移出が需要額に比例するという仮定を置き，関東域内への移出と域
外への移出に分割した。この分割は，関東域内の A を例にすれば次の(1)式で表わされる。 
 
A 県から関東域外への移出 
＝A 県の移出額×関東域外の需要額／（関東域外の需要額＋A 県以外の関東の需要額）(1) 
 
なお，関東域外の需要の作成には，日本の 2000 年基本表における産業別国内需要額合計











図 2 移出額分割イメージ 

















































この分割を関東域内 A 県と B 県の例を用いて，数式を使って示そう。AXAを A 県の中間
財取引行列としよう。NNBAは関東域内 B 県から A 県への移入係数，NNRAが関東域外から





                                     (3) 
                                                                         
 
同様に関東域内 B 県の中間財取引行列を AXBと置き，NNABは関東域内 A 県から B 県へ
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とすれば，同様に分割できる。A 県，B 県の最終需要もそれぞれ FDA，FDBとすれば，同様に分割できる。 
 
                                                                      (5) 
 
 

























































このような作業を，関東地域 1 都 10 県の表について行っていけば，関東地域間表の形式が
出来上がる。 
 










表は,本来は１都 10 県の 11 地域間産業連関表であるが，表は簡略化のため，東京と神奈川
の2地域間表として示している。表中のROJはRest of Japanを，ROWはRest of the World
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表 4 　関東地域間 の形式
中間需要 最終需要
移出 輸出 生産額















































を意味している。表中の添え字の 1 は東京を，添え字の 2 は神奈川を，J は関東以外の日本，
W はその他世界を示している。 
 
表 5 関東地域間産業連関表（簡略型） 





Output Tokyo Kanagawa Tokyo Kanagawa
Tokyo 11Z  12Z  11F  12F  JE1  WE1  1x  
Kanagawa 21Z  22Z  21F  22F  JE2  WE2  2x  
ROJ 1JZ  2JZ  1JF  2JF  
ROW 1WZ  2WZ  1WF  2WF  
VA 1V  2V  








































                              (7) 
ここで xiは i 地域の地域内生産額，Aijを(n×n)の投入係数行列で i=j の場合は地域内の中
間財投入係数行列，i≠j の場合は i 地域から j 地域への移入中間財投入係数行列となる。Fij
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ここでxiは i 地域 地域内生産額，Aijを（ｎ
×ｎ）の投入係数行列で i = j の場合は地域内
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                     (8) 
(8)式の最終需要を 1 地域，2 地域，外生地域 J と外生地域 W に分け，分割すると，次の
(9)式で表わすことができ，各地域の需要による誘発構造を分析することができる。後の説
明のために各要素の構成要素を示している。 













































          
L11は，1 地域の需要によって 1 地域で誘発される額を示し，L21は同様に 1 地域の需要に
よって 2 地域で誘発される額を示す。また，L12は 2 地域の需要によって 1 地域で誘発され















を考慮する。この表 7は先ほどの表 6に加え，新たに必要とされる情報はない。表 6との
違いは，ROJ，ROW を内生地域として扱っているので，内生地域として列部門に ROJ，ROW
という 2 地域を加えている点にある。しかしながら，ROJ，ROW 内での中間財取引，ある
いは 1 地域，2 地域という内生地域から ROJ，ROW への中間財移輸出のデータ，さらには
ROJ，ROW 同士の取引のデータはないので O としている。このような扱いをすることによ
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表 6 　ROJとROWを内生的に扱った仮説的な関東地域間産業連関表表 6 ROJ ROW を内生的に扱った仮説 な関東地域間産業連関表 





Output  Tokyo Kanagawa ROJ ROW Tokyo Kanagawa
Tokyo 11Z  12Z  O  O  11F  12F  JE1  WE1  1x  
Kanagawa 21Z  22Z  O  O  21F  22F  JE2  WE2  2x  
ROJ 1JZ  2JZ  O  O  1JF  2JF  O  O  Jx  
ROW 1WZ  2WZ  O  O  1WF  2WF  O  O  Wx  
VA 1V  2V  O  O  





































































































ここで注目したいのは (10)式において， 1JA , 1JA , 1WA , 2WA という形で外生地域であり 
(7)式では考慮されていなかった日本のその他地域（J 地域）からの中間財移入や，海外（W
地域）からの中間財輸入が式上で考慮されていることと， 1JF ， 2JF ， 1WF ， 2WF という





















































































































































同様に，最終需要を項目別にして示すと，以下の(12)式で示される H 行列を得る。 
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表 6 ROJ と ROW を内生的に扱った仮説的な関東地域間産業連関表 
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表 6 ROJ と ROW を内生的に扱った仮説的な関東地域間産業連関表 





Output  Tokyo Kanagawa ROJ ROW Tokyo Kanagawa
Tokyo 11Z  12Z  O  O  11F  12F  JE1  WE1  1x  
Kanagawa 21Z  22Z  O  O  21F  22F  JE2  WE2  2x  
ROJ 1JZ  2JZ  O  O  1JF  2JF  O  O  Jx  
ROW 1WZ  2WZ  O  O  1WF  2WF  O  O  Wx  
VA 1V  2V  O  O  





































































































ここで注目したいのは (10)式において， 1JA , 1JA , 1WA , 2WA という形で外生地域であり 
(7)式では考慮されていなかった日本のその他地域（J 地域）からの中間財移入や，海外（W
地域）からの中間財輸入が式上で考慮されていることと， 1JF ， 2JF ， 1WF ， 2WF という














































































































































































































































































H 行列の構成要素を見れば明らかなように， 11H から WH 2 までは L 行列と同じであるが，
1JH から WWH までは，長谷部・藤川・シュレスタ(2012)で提案された，外生地域からの中
間財，最終財の移輸入による誘発効果を考慮した部分である7。 1JH は１地域の需要により
J 地域（その他日本）の最終財が直接移入される部分と J 地域の中間財が誘発される部分で
ある。 2JH は２地域の需要により J 地域の最終財が直接移入される部分と J 地域の中間財
が誘発される部分である。また， 1WH ， 2WH は同様に，それぞれ１地域，２地域の需要に
より W 地域の最終財が直接移入される部分と W 地域（海外）で中間財が誘発される部分
である。 JJH は J 地域の需要により，内生地域である 1 地域，2 地域の生産物が J 地域へ移
輸出されるが，その生産物を生産する際に内生地域が J 地域の中間財を移入することで J
地域へ誘発が及ぶ部分を示している。 JWH は，W 地域の需要により，内生地域である 1 地
域，2 地域の生産物が W 地域へ移輸出されるが，その生産物を生産する際に内生地域が J
地域の中間財を移入することで J 地域へ誘発が及ぶ部分を示している。 WJH は，J 地域の
需要により，内生地域である 1 地域，2 地域の生産物が J 地域へ移輸出されるが，その生産
物を生産する際に内生地域が W 地域の中間財を移入することで W 地域へ誘発が及ぶ部分，
                                                  
7長谷部・藤川・シュレスタ(2012)では，長谷部(2002)で提案された総投入基準国際分業率
を改良し，規模の効果を入れた Hasebe and Shrestha (2006) によるサイズ効果を，さらに改
良していると言える。Hasebe and Shrestha (2006) では，外生地域からの中間財移輸入を含
めた逆行列に内生地域の最終需要と外生地域への移輸出需要を乗じることでサイズ効果を
求めているが，外生地域からの最終財移輸入を考慮できていなかった。しかし，長谷部・
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地域へ誘発が及ぶ部分を示している。 JWH は，W 地域の需要により，内生地域である 1 地
域，2 地域の生産物が W 地域へ移輸出されるが，その生産物を生産する際に内生地域が J
地域の中間財を移入することで J 地域へ誘発が及ぶ部分を示している。 WJH は，J 地域の
需要により，内生地域である 1 地域，2 地域の生産物が J 地域へ移輸出されるが，その生産
物を生産する際に内生地域が W 地域の中間財を移入することで W 地域へ誘発が及ぶ部分，
                                                  
7長谷部・藤川・シュレスタ(2012)では，長谷部(2002)で提案された総投入基準国際分業率
を改良し，規模の効果を入れた Hasebe and Shrestha (2006) によるサイズ効果を，さらに改
良していると言える。Hasebe and Shrestha (2006) では，外生地域からの中間財移輸入を含
めた逆行列に内生地域の最終需要と外生地域への移輸出需要を乗じることでサイズ効果を
求めているが，外生地域からの最終財移輸入を考慮できていなかった。しかし，長谷部・













































































































H 行列の構成要素を見れば明らかなように， 11H から WH 2 までは L 行列と同じであるが，
1JH から WWH までは，長谷部・藤川・シュレスタ(2012)で提案された，外生地域からの中
間財，最終財の移輸入による誘発効果を考慮した部分である7。 1JH は１地域の需要により
J 地域（その他日本）の最終財が直接移入される部分と J 地域の中間財が誘発される部分で
ある。 2JH は２地域の需要により J 地域の最終財が直接移入される部分と J 地域の中間財
が誘発される部分である。また， 1WH ， 2WH は同様に，それぞれ１地域，２地域の需要に
より W 地域の最終財が直接移入される部分と W 地域（海外）で中間財が誘発される部分
である。 JJH は J 地域の需要により，内生地域である 1 地域，2 地域の生産物が J 地域へ移
輸出されるが，その生産物を生産する際に内生地域が J 地域の中間財を移入することで J
地域へ誘発が及ぶ部分を示している。 JWH は，W 地域の需要により，内生地域である 1 地
，2 地域の生産物が W 地域へ移輸出されるが，その生産物を生産する際に内生地域が J
地域の中間財を移入することで J 地域へ誘発が及ぶ部分を示している。 WJH は，J 地域の
需要により，内生地域である 1 地域，2 地域の生産物が J 地域へ移輸出されるが，その生産
物を生産する際に内生地域が W 地域の中間財を移入することで W 地域へ誘発が及ぶ部分，
                                                  
7長谷部・藤川・シュレスタ(2012)では，長谷部(2002)で提案された総投入基準国際分業率
を改良し，規模の効果を入れた Hasebe and Shrestha (2006) によるサイズ効果を，さらに改
良していると言える。Hasebe and Shrestha (2006) では，外生地域からの中間財移輸入を含
めた逆行列に内生地域の最終需要と外生地域への移輸出需要を乗じることでサイズ効果を
求めているが，外生地域からの最終財移輸入を考慮できていなかった。しかし，長谷部・














れぞれ 1 地域， 2 地域の需要によりＷ地域の最
終財が直接移入される部分とW地域（海外）で
中間財が誘発される部分である。HJJはＪ地域





















を入れたHasebe and Shrestha （2006） によるサイズ効果






法を用いれば，FJ1， FJ2， FW1， FW2という外生地域からの最
終 移輸入が考慮出来ているのが特徴である。


























































東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡 他地域 他国 計
東京 851.02 76.79 48.17 103.05 29.57 14.71 15.33 19.14 15.42 5.33 22.28 352.06 104.25 1657.13 
神奈川 18.18 331.64 17.28 17.69 6.90 5.86 4.79 3.10 3.31 1.32 7.83 120.50 66.22 604.62 
千葉 14.08 19.76 203.17 11.39 7.06 3.16 3.50 2.54 1.96 0.76 3.79 70.27 42.70 384.15 
埼玉 15.13 15.44 17.03 222.01 7.17 4.25 6.11 2.28 1.84 0.73 2.89 64.15 29.32 388.35 
茨城 9.42 11.80 19.94 9.34 107.84 5.74 2.54 1.45 0.89 0.44 2.06 49.25 25.75 246.46 
栃木 4.85 10.34 3.59 8.10 3.71 65.23 3.45 1.34 1.24 0.28 1.19 46.49 12.58 162.39 
群馬 3.91 9.27 5.16 9.56 2.16 5.16 79.93 0.75 0.98 0.34 1.17 37.31 12.23 167.93 
新潟 4.63 3.77 2.66 3.74 1.15 0.99 0.86 111.98 1.83 0.17 0.87 28.37 13.72 174.76 
長野 3.59 5.66 4.93 3.95 1.48 1.46 1.50 2.38 86.04 0.99 1.21 36.34 23.03 172.55 
山梨 2.58 2.52 1.18 1.58 0.52 0.18 0.39 0.27 0.48 32.52 2.06 10.32 11.12 65.73 
静岡 6.78 19.00 7.48 10.41 3.11 1.86 2.61 1.40 2.25 1.03 133.40 113.29 31.78 334.41 
計 934.17 506.00 330.59 400.84 170.67 108.61 121.00 146.63 116.23 43.91 178.74 928.37 372.70 








































東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡 他地域 他国 計
東京 851.02 76.79 48.17 103.05 29.57 14.71 15.33 19.14 15.42 5.33 22.28 352.06 104.25 1657.13 
神奈川 18.18 331.64 17.28 17.69 6.90 5.86 4.79 3.10 3.31 1.32 7.83 120.50 66.22 604.62 
千葉 14.08 19.76 203.17 11.39 7.06 3.16 3.50 2.54 1.96 0.76 3.79 70.27 42.70 384.15 
埼玉 15.13 15.44 17.03 222.01 7.17 4.25 6.11 2.28 1.84 0.73 2.89 64.15 29.32 388.35 
茨城 9.42 11.80 19.94 9.34 107.84 5.74 2.54 1.45 0.89 0.44 2.06 49.25 25.75 246.46 
栃木 4.85 10.34 3.59 8.10 3.71 65.23 3.45 1.34 1.24 0.28 1.19 46.49 12.58 162.39 
群馬 3.91 9.27 5.16 9.56 2.16 5.16 79.93 0.75 0.98 0.34 1.17 37.31 12.23 167.93 
新潟 4.63 3.77 2.66 3.74 1.15 0.99 0.86 111.98 1.83 0.17 0.87 28.37 13.72 174.76 
長野 3.59 5.66 4.93 3.95 1.48 1.46 1.50 2.38 86.04 0.99 1.21 36.34 23.03 172.55 
山梨 2.58 2.52 1.18 1.58 0.52 0.18 0.39 0.27 0.48 32.52 2.06 10.32 11.12 65.73 
静岡 6.78 19.00 7.48 10.41 3.11 1.86 2.61 1.40 2.25 1.03 133.40 113.29 31.78 334.41 
他地域 65.30 93.20 63.98 61.11 26.60 13.06 14.17 19.36 24.09 10.62 36.60 80.14 38.58 546.79 
他国 34.69 29.38 22.11 19.56 10.25 15.47 12.89 6.88 5.81 2.16 7.21 40.71 17.22 224.34 
計 1034.16 628.58 416.68 481.51 207.53 137.14 148.06 172.87 146.13 56.68 222.55 1049.22 428.50 5129.60 
表 8 　各地域の需要による生産誘発相手地域（上位 5 位）
需要を生み出した地域
順位 東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡
誘発地域
1 神奈川 東京 東京 東京 東京 東京 東京 東京 東京 東京 東京
2 埼玉 千葉 茨城 神奈川 埼玉 神奈川 埼玉 神奈川 神奈川 神奈川 神奈川
3 千葉 静岡 神奈川 千葉 千葉 茨城 神奈川 千葉 静岡 長野 千葉
4 茨城 埼玉 埼玉 静岡 神奈川 群馬 千葉 長野 埼玉 静岡 埼玉
5 静岡 茨城 静岡 群馬 栃木 埼玉 栃木 埼玉 千葉 千葉 山梨




























































東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡 他地域 他国 計
東京 0.00 -58.61 -34.08 -87.93 -20.15 -9.86 -11.42 -14.51 -11.83 -2.75 -15.50 -286.76 -69.56 -622.97 
神奈川 58.61 0.00 2.49 -2.25 4.90 4.47 4.48 0.67 2.35 1.21 11.17 -27.31 -36.84 23.96 
千葉 34.08 -2.49 0.00 5.64 12.88 0.44 1.67 0.12 2.97 0.42 3.69 -6.29 -20.60 32.53 
埼玉 87.93 2.25 -5.64 0.00 2.17 3.85 3.45 1.47 2.12 0.86 7.52 -3.05 -9.75 93.17 
茨城 20.15 -4.90 -12.88 -2.17 0.00 -2.03 -0.37 -0.31 0.59 0.08 1.05 -22.65 -15.50 -38.94 
栃木 9.86 -4.47 -0.44 -3.85 2.03 0.00 1.71 -0.35 0.23 -0.10 0.67 -33.44 2.89 -25.25 
群馬 11.42 -4.48 -1.67 -3.45 0.37 -1.71 0.00 0.12 0.52 0.05 1.44 -23.14 0.65 -19.87 
新潟 14.51 -0.67 -0.12 -1.47 0.31 0.35 -0.12 0.00 0.55 0.10 0.53 -9.02 -6.83 -1.88 
長野 11.83 -2.35 -2.97 -2.12 -0.59 -0.23 -0.52 -0.55 0.00 -0.52 1.05 -12.25 -17.22 -26.42 
山梨 2.75 -1.21 -0.42 -0.86 -0.08 0.10 -0.05 -0.10 0.52 0.00 -1.03 0.29 -8.96 -9.05 
静岡 15.50 -11.17 -3.69 -7.52 -1.05 -0.67 -1.44 -0.53 -1.05 1.03 0.00 -76.69 -24.57 -111.86 
他地域 286.76 27.31 6.29 3.05 22.65 33.44 23.14 9.02 12.25 -0.29 76.69 0.00 2.13 502.43 
他国 69.56 36.84 20.60 9.75 15.50 -2.89 -0.65 6.83 17.22 8.96 24.57 -2.13 0.00 204.16 
計 622.97 -23.96 -32.53 -93.17 38.94 25.25 19.87 1.88 26.42 9.05 111.86 -502.43 -204.16 0.00 





































































































東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡 他地域 他国 計
東京 28.40 15.44 19.26 6.78 6.74 3.69 1.10 22.50 1.29 0.08 1.21 34.00 38.29 178.78
神奈川 9.68 20.16 17.68 7.24 6.69 2.05 2.12 1.48 0.90 0.48 2.82 113.93 58.93 244.15
千葉 3.17 8.47 10.74 2.64 1.21 0.31 0.99 0.60 0.28 0.36 1.09 18.79 19.15 67.81
埼玉 4.78 11.50 4.86 12.52 6.28 5.01 7.79 3.34 2.13 0.49 7.37 54.54 31.43 152.04
茨城 13.77 9.36 5.31 4.69 7.77 0.71 1.12 2.49 0.76 0.04 1.10 56.37 48.59 152.10
栃木 3.81 9.78 0.92 4.94 2.28 3.26 1.51 2.16 0.64 0.19 0.62 35.36 6.81 72.30
群馬 3.16 17.49 7.78 7.56 3.84 1.88 10.75 0.65 1.73 0.16 1.33 51.26 10.68 118.26
新潟 1.10 2.93 1.03 0.44 0.15 0.19 0.47 10.61 0.09 0.08 0.45 16.89 15.93 50.35
長野 1.34 11.54 4.88 2.24 1.11 2.11 2.04 4.98 9.61 0.32 0.51 33.96 23.68 98.32
山梨 4.93 1.70 0.84 0.61 1.47 0.12 0.11 0.54 0.30 3.60 1.08 12.56 34.40 62.26
静岡 1.89 10.60 4.06 1.09 1.12 1.33 0.22 1.08 0.82 0.11 7.25 71.98 19.06 120.62
他地域 12.50 45.53 33.38 19.03 5.32 3.83 7.49 12.64 11.42 7.06 15.54 31.47 19.01 224.23
他国 7.49 12.41 6.83 6.35 3.60 6.95 6.53 4.03 3.01 1.75 2.03 10.86 5.86 77.69
計 96.02 176.92 117.58 76.12 47.58 31.44 42.24 67.10 32.98 14.73 42.39 541.99 331.84 1618.92
表12　各地域の需要による電気機械産業への生産誘発効果
百億円
東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡 他地域 他国 計
東京 85.33 52.41 19.85 23.26 8.41 7.12 4.47 3.02 2.37 1.17 6.85 200.20 133.03 547.47
神奈川 24.56 54.16 40.25 19.69 5.54 2.36 7.59 2.60 1.49 0.63 4.42 134.11 173.81 471.22
千葉 5.70 37.23 10.67 3.49 1.80 1.38 0.50 0.29 0.19 0.13 0.53 28.63 51.29 141.82
埼玉 18.77 18.30 14.96 15.20 9.49 5.58 8.10 1.77 1.09 1.01 1.94 90.00 64.66 250.88
茨城 5.16 8.77 56.88 3.25 12.84 2.97 0.78 0.21 0.15 0.06 0.87 30.87 49.18 171.98
栃木 4.24 6.80 5.24 7.31 6.10 2.58 0.75 0.26 0.55 0.14 1.37 118.46 28.13 181.93
群馬 4.78 12.90 13.95 10.47 1.60 1.08 16.09 0.71 0.19 0.39 2.42 90.22 26.68 181.49
新潟 1.50 3.21 5.06 1.68 1.45 0.30 0.74 12.81 0.95 0.07 0.30 29.73 40.49 98.28
長野 8.10 15.35 21.07 10.37 5.90 4.22 2.49 6.82 6.35 1.90 2.33 107.68 121.88 314.46
山梨 4.10 9.44 1.95 1.18 0.53 0.33 0.89 0.19 0.59 3.77 8.76 17.94 40.38 90.04
静岡 9.48 25.87 18.15 8.54 1.76 1.23 6.57 0.91 0.52 1.23 10.87 155.28 56.60 297.02
他地域 32.93 84.97 67.57 13.69 10.61 4.13 14.45 13.85 23.84 6.52 21.03 79.68 68.76 442.02
他国 51.79 51.34 37.86 25.54 15.53 14.91 14.18 9.44 9.91 3.76 6.98 64.93 46.75 352.91
計 256.46 380.75 313.46 143.67 81.55 48.20 77.59 52.88 48.17 20.76 68.66 1147.72 901.64 3541.50
表13　各地域の需要による輸送機械産業への生産誘発効果
百億円
東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡 他地域 他国 計
東京 16.54 31.08 3.11 26.64 1.36 2.73 1.12 2.17 0.30 0.25 1.63 37.87 47.01 171.82
神奈川 8.42 62.71 8.78 22.08 8.15 15.27 3.66 2.12 1.18 1.21 7.99 109.15 127.37 378.09
千葉 0.10 1.15 2.54 0.48 0.04 0.14 0.05 0.01 0.06 0.01 0.03 2.71 4.46 11.78
埼玉 2.91 12.57 20.50 28.17 1.18 2.81 2.43 0.85 1.05 0.37 2.18 40.45 77.21 192.69
茨城 0.34 4.38 1.42 1.29 2.30 1.57 0.21 0.04 0.03 0.06 0.14 4.36 3.76 19.89
栃木 1.89 26.30 1.31 6.72 2.77 4.12 2.62 0.56 0.40 0.18 1.37 38.21 23.25 109.70
群馬 4.77 24.28 7.34 27.64 2.54 6.21 12.15 1.35 1.81 0.57 2.16 58.84 36.84 186.51
新潟 0.08 0.46 0.08 0.50 0.13 0.32 0.17 3.90 0.70 0.01 0.65 3.79 2.69 13.46
長野 0.19 2.98 0.33 2.11 0.26 0.57 0.26 0.06 1.15 0.03 0.78 15.16 7.88 31.78
山梨 0.12 1.71 0.12 0.72 0.04 0.08 0.08 0.01 0.01 0.29 0.29 2.97 2.02 8.47
静岡 2.72 29.66 1.94 10.67 2.89 2.99 2.74 0.54 1.65 0.13 21.92 184.29 115.22 377.37
他地域 10.29 62.40 26.25 43.53 20.80 11.11 6.68 14.61 15.95 5.57 23.33 65.67 52.61 358.82
他国 6.86 16.73 7.33 12.09 4.17 21.83 8.10 2.25 1.87 0.70 2.30 24.39 16.74 125.34
計 55.24 276.41 81.04 182.63 46.63 69.74 40.27 28.49 26.15 9.39 64.78 587.86 517.07 1985.70
































東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡 他地域 他国 計
東京 1100.09 194.13 124.09 312.15 69.07 40.83 46.79 53.39 43.70 15.68 61.49 1098.27 233.83 3393.50
神奈川 19.59 232.87 11.98 12.86 5.30 3.60 3.89 3.56 3.12 1.19 5.25 119.03 33.08 455.31
千葉 8.98 9.85 130.53 6.10 3.32 1.64 1.89 1.77 1.39 0.53 2.21 50.19 24.67 243.06
埼玉 8.37 7.09 5.67 119.53 2.73 1.66 2.18 1.48 1.23 0.46 1.76 45.70 10.46 208.32
茨城 3.14 4.11 6.93 3.26 75.52 1.75 0.84 0.55 0.37 0.17 0.79 18.20 9.63 125.26
栃木 1.68 2.87 1.57 2.34 1.10 35.40 0.93 0.45 0.40 0.11 0.42 15.98 3.98 67.25
群馬 1.13 2.43 1.42 2.46 0.59 1.30 48.70 0.23 0.28 0.10 0.34 10.66 3.36 72.99
新潟 1.84 1.47 1.03 1.38 0.45 0.37 0.33 70.57 0.65 0.07 0.36 11.01 6.41 95.96
長野 1.37 1.83 1.55 1.32 0.52 0.46 0.47 0.74 43.12 0.27 0.43 12.75 7.24 72.09
山梨 0.77 0.76 0.38 0.48 0.18 0.08 0.14 0.11 0.15 12.97 0.56 4.02 3.09 23.70
静岡 2.68 6.29 2.72 3.70 1.12 0.67 0.95 0.61 0.85 0.35 64.74 38.56 10.71 133.94
他地域 113.30 81.82 50.32 81.93 17.70 17.53 14.80 12.10 26.82 11.74 30.37 104.60 41.22 604.24
他国 30.39 12.20 7.51 10.40 3.36 7.52 8.99 3.42 2.08 1.05 2.35 21.21 7.35 117.82
計 1293.32 557.72 345.72 557.89 180.96 112.82 130.91 148.99 124.16 44.68 171.06 1550.18 395.03 5613.43
表15　各地域の需要による対個人サービス業への生産誘発効果
百億円
東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡 他地域 他国 計
東京 1114.52 15.35 10.33 7.26 5.21 3.08 3.90 3.91 3.44 1.29 5.65 71.56 53.57 1299.09
神奈川 6.26 315.49 2.69 2.69 1.18 0.77 1.02 0.90 0.83 0.33 1.49 22.74 2.90 359.28
千葉 8.69 5.20 215.12 3.61 1.62 1.02 1.40 1.25 1.14 0.45 2.03 31.82 3.06 276.40
埼玉 3.92 2.37 1.75 218.61 0.78 0.49 0.69 0.56 0.51 0.20 0.90 14.46 1.23 246.50
茨城 1.37 0.90 0.86 0.65 98.17 0.23 0.23 0.20 0.18 0.07 0.32 5.47 1.06 109.71
栃木 2.13 1.37 1.01 0.98 0.44 74.47 0.39 0.32 0.29 0.11 0.50 8.96 5.86 96.81
群馬 0.88 0.61 0.41 0.46 0.18 0.17 83.46 0.13 0.12 0.05 0.21 3.78 2.46 92.92
新潟 1.25 0.74 0.52 0.54 0.23 0.15 0.20 87.61 0.19 0.06 0.29 5.06 1.33 98.17
長野 3.36 2.02 1.43 1.42 0.62 0.41 0.55 0.52 81.58 0.19 0.79 13.58 2.02 108.49
山梨 1.11 0.66 0.45 0.46 0.20 0.12 0.17 0.16 0.15 31.67 0.29 4.41 0.95 40.80
静岡 5.53 3.47 2.32 2.38 1.02 0.66 0.91 0.79 0.75 0.30 143.98 22.62 2.27 186.99
他地域 9.94 88.36 78.92 65.76 23.33 4.76 6.32 10.99 14.51 5.45 28.64 3.41 1.36 341.76
他国 36.31 18.49 13.07 11.12 5.26 6.18 6.36 3.03 4.40 1.37 6.56 2.01 0.69 114.85
計 1195.28 455.03 328.88 315.94 138.24 92.52 105.61 110.35 108.08 41.53 191.65 209.87 78.76 3371.76
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麦 1 重油 7
米 1 揮発油 7
雑穀・豆 1 その他の石油 7
野菜・果物 1 ＬＮＧ・ＬＰＧ 7
羊毛 1 その他の石油製品 7
その他の畜産品 1 コークス 7
水産品 1 その他の石炭製品 7
綿花 1 化学薬品 6
その他の農産品 1 化学肥料 6
原木 1 染料・顔料・塗料 6
製材 1 合成樹脂 6
薪炭 1 動植物性油脂 6
樹脂類 1 その他の化学工業品 6
その他の林産品 1 パルプ 5
石炭 2 紙 5
鉄鉱石 2 糸 4
その他の金属鉱 2 織物 4
砂利・砂・石材 2 砂糖 3
石灰石 2 その他の食料工業品 3
原油・天然ガス 2 飲料 3
りん鉱石 2 書籍・印刷物・記録物 16
原塩 2 がん具 16
その他の非金属鉱物 2 衣服・身の回り品 4
鉄鋼 9 文房具・運動娯楽用品 16
非鉄金属 10 家具・装備品 5
金属製品 11 その他の日用品 16
産業機械 12 木製品 5
電気機械 13 ゴム製品 16
自動車 14 その他の製造工業品 16
自動車部品 14 鉄スクラップ 16
その他の輸送機械 14 金属製容器包装廃棄物 16
精密機械 15 その他の金属くず 16
その他の機械 16 廃家電 16
セメント 8 その他容器包装廃棄物 16
生コンクリート 8 その他のくずもの 16
セメント製品 8 動植物性飼肥料 16
ガラス・ガラス製品 8 その他の廃棄物 16
陶磁器 8 金属製輸送用容器 16
その他の窯業品 8 その他の輸送用容器 16
取り合せ品 16
